
令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00021

施策 21 子育てセーフティネットの充実

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 子育て支援課 関係課 障害者施策課　杉並福祉事務所

施策目標 ○子育てや健康、就労などのきめ細やかな支援の仕組みが整い、ひとり親家庭が個々の状況に応じて自立した生
活を送ることができています。
○関係機関とのきめ細やかな支援のネットワークが整備され、未然防止を含む児童虐待対策が迅速・的確に実施
できています

活動指標 成果指標

ひとり親家庭等ホームヘルプサービス、休養 子育てを楽しいと感じる人の割合指標名（１） 指標名（１）ホーム、自立支援給付金等利用人数
ひとり親家庭等ホームヘルプサービス、休養ホームを利 区民意向調査による算式・指標説明算式・指標説明 用及び自立支援給付金等を受給した合計人数
要保護・要支援（学齢期）の新規受理件数 指標名（２）指標名（２）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（３）指標名（３）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（４）指標名（４）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

人活動指標（１） 1 1,598 1,636 1,571 1,636 1,626
活

件活動指標（２） 2 453 500 520 530 952動
指 活動指標（３） 3
標

4活動指標（４）

％5成果指標（１） 77.3 85 83.2 88 76.3 90令和 3年度

6成果指標（２）
成

7成果指標（３）果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 1,754,7271,776,0871,756,1691,810,7901,750,507

千円 0 0 0 0 0（内）投資的経費等 12

（内）委託費 53,893 52,413 44,557 98,643 88,53313 千円

施 常勤職員数 14 人 29.64 27.18 32.11 31.47 37.13
職策
員 再任用職員数 15 人 3.14 2.55 1.26 2.90 3.55

コ 数
非常勤職員数 16 人 12.24 12.34 12.42 12.16 11.83ス

人件費ト 17 千円 303,927 280,574 318,000 319,000 365,143(14+15+16)

総事業費 18 千円 2,058,6542,056,6612,074,1692,129,7902,115,650(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 382,059 403,093 379,391 403,431 381,200

総事業費伸び率 20 ％ 0.8 3.6 2.0
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 14.8 13.6 15.3 15.0 17.3（17÷18）

IP27PA20



　平成28年度に国が実施した全国ひとり親世帯等調査の結果において、母子世帯の就業率は81.8％と
高い水準にありますが、就業者のうち43.8％はパート・アルバイト等の不安定な就労形態にあり、母
自身の平均年間就労収入は200万円となっているなど、依然として厳しい状況にあります。このため
、国は、ひとり親家庭の支援について、子どもの貧困対策を推進する観点から平成27年12月に決定し施策を取り巻く環境 た「すくすくサポート・プロジェクト」に基づき、就業による自立に向けた就業支援を基本としつつ

（社会情勢、国・都の動き、 、子育て・生活支援、学習支援など総合的な支援施策の推進を図っています。
　区民意見等） 　また、国が平成30年3月の児童虐待死亡事件を受けて策定した緊急総合対策に基づき、全国自治体

が未就園児等の緊急把握調査を実施するなど、児童虐待防止対策の一層強化する取組が進められてい
ます。こうした中、引き続き、児童虐待に関する通告・相談件数は増加し、未然防止から重篤な事例
への対応まで総合的な児童虐待対策を推進していく必要があります。

　ひとり親家庭の自立支援では、ひとり親家庭等ホームヘルプサービスにおいて、利用者の要望を踏
まえ、サービスと利用時間の適正化及び子育て応援券の利用促進と利用者負担金支払いの簡略化等の
観点から見直しを行い、令和元年度から実施することとしました。高等職業訓練促進給付金は、平成
30年度から看護師資格取得を目指す場合の支援を充実し、令和元年度からは支給期間・支給金額を拡
充します。また、自立支援教育訓練給付金も、令和元年度から対象資格と支給上限額を拡大します。

施策の総合評価 なお、未婚のひとり親に対する寡婦（夫）控除のみなし適用について、国の動向を踏まえ、平成31年
（計画事業の取組実績と 4月から区独自事業でも開始することとしました。

　児童虐待対策の推進では、児童虐待通告・相談数の増加に伴い、要保護児童等の新規受理件数は前　評価結果）
年度比83％増となり、未然防止から重篤なケースまで幅広く対応しました。また、子ども家庭支援セ
ンター職員体制の段階的な拡充方針の決定及び一部実施、高円寺子ども家庭支援センターの設置準備
を進めました。さらに、国の緊急総合対策に基づき、215名の未就園児童等の緊急把握に取り組み、
未就園児童等への訪問・支援を行う「子育て寄りそい訪問事業」の具体化及び未就学児童のいる転入
世帯向けの子育て支援情報バッグの配布など、児童虐待未然防止の取組を進めました。
今後もこれらの取組を着実に進め、令和3年度における成果指標の目標達成につなげていきます。

今後の施策の方向性
改

　ひとり親家庭への支援では、しおり等を活用して様々な支援制度を周知するとともに、ひとり親家善
庭が地域で安心して子育てをしながら安定した生活を送れるよう、母子・父子自立支援員、自立支援・
プログラム策定員が、個々の家庭状況を踏まえて、きめ細やかに支援していきます。ホームヘルプサ見
ービス事業については利用対象等の拡大、自立支援給付金については、国の動向を踏まえて、給付金直
額等の拡充を行うとともに、きめ細かな面談を行い、計画的かつ適正に事業を実施していきます。こし
のほか令和２年度に実施する「ひとり親家庭実態調査」調査結果を分析し、ひとり親支援施策の改善の ・見直しに反映させていきます。今後の進め方方 　児童虐待対策では、子育て寄りそい訪問事業の実施をはじめ、児童虐待未然防止の取組を一層進め向 るとともに、要保護児童対策地域協議会を通じた関係機関との連携を強化し、総合的な児童虐待対策
を推進します。また、令和元年度に開設する高円寺子ども家庭支援センターの運営状況を検証しつつ中
、残る２か所の地域型子ども家庭支援センターの計画的な整備を進めます。また、相談・対応記録を長
一元管理する子ども家庭相談システムの構築や子ども家庭支援センターにおける専門的な人材の確保期 ・育成を図っていきます。

IP27PA21



令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00022

施策 22 就学前における教育・保育の充実

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 保育課 関係課 子育て支援課

施策目標 ○保護者のニーズに応じた就学前の教育・保育サービスが提供され、子どもを産み育てながら安心して就労等が
できる環境が整っています。
○乳幼児の心身の状態や保護者の就労形態に柔軟に対応できる多様な保育サービスが提供され、すべての子ども
が健やかに育ち、小学校での生活や学びへ円滑につながっています。

活動指標 成果指標

保育定員数 保育所入所待機児童数指標名（１） 指標名（１）

翌年４月時点の保育定員数 翌年4月時点の待機児童数算式・指標説明算式・指標説明

延べ在園児童数 保育園利用者の満足度指標名（２）指標名（２）

延べ在園児童数 保育園サービス第三者評価による算式・指標説明算式・指標説明

受託児童数 指標名（３）指標名（３）
区内認証保育所の受託児童数 算式・指標説明算式・指標説明

指定管理保育所数 指標名（４）指標名（４）

翌年４月時点の指定管理保育所数 算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

人活動指標（１） 1 12,057 13,051 13,478 14,478 14,315
活

人活動指標（２） 2 86,233 99,400 101,552 100,400 115,917動
指 人活動指標（３） 3 9,414 8,710 8,553 7,774 7,745
標

所4活動指標（４） 6 7 7 7 7

人5成果指標（１） 29 0 0 0 0 0令和 3年度

％6成果指標（２） 90%以上93.0 90 92.6 95 93.1 令和 3年度
成

7成果指標（３）果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 21,912,17826,183,47925,095,24128,621,82527,571,718
　平成30年度も認可保
育所を核とした施設整千円 5,994,7545,130,2274,869,247842,9571,805,309（内）投資的経費等 12
備を進めました。その
結果、平成31年4月に

（内）委託費 3,321,8224,271,9694,107,5144,745,9104,433,50613 千円 、2年連続で待機児童
ゼロを実現しました。施 常勤職員数 14 人 907.09 865.65 851.39 863.68 854.97　施設整備に当たって職策 は、建設助成や人材確

員 再任用職員数 15 人 69.50 76.00 68.82 70.23 70.64保事業費助成により、
コ 事業者の支援を行いま数

した。非常勤職員数 16 人 146.00 167.00 192.36 186.36 185.40ス
　また、民営保育園に

人件費 対する運営費は、平成ト 17 千円 8,505,3768,241,4928,185,3368,279,4998,089,902(14+15+16) 30年4月に区内認可保
育所19所が開所したこ総事業費 18 千円 30,417,55434,424,97133,280,57736,901,32435,661,620(11+17) とにより増加しました
。

国・都からの補助金等 19 千円 6,918,4367,634,8869,934,7555,903,0327,138,274

総事業費伸び率 20 ％ 9.4 7.2 7.2
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 28.0 23.9 24.6 22.4 22.7（17÷18）

IP27PA20



　保育の待機児童対策が全国的な重要課題となる中、都内における女性就業率に応じて、認可保育所
の入所申込者数は年々増加しています。全国における平成30年4月時点の申込数は約271.2万人で、昨
年度より約6.2万人の増加となっています。
　こうした中で、国は子育て安心プラン実施計画に基づき、平成30年度から令和2年度末までの3年間施策を取り巻く環境 で、約29.3万人分の保育定員を拡大するとしています。

（社会情勢、国・都の動き、 　東京都においても、待機児童の解消に向け保育サービスの拡充を一層加速するとともに、病児保育
　区民意見等） や夜間帯保育等の多様なニーズに対応したサービスを充実させるとしています。

　平成30年度も、引き続き認可保育所を核とした施設整備により、認可保育所1,444名を含む1,473名
の新規保育定員を確保するとともに、認可保育所入所未内定者に対するきめ細やかなマッチングを行
ったことにより、平成31年4月においても2年連続で「待機児童ゼロ」を実現することができました。
　また、保育の質の確保については、巡回指導（心理専門職）1,679回、巡回訪問（園長経験者）825
回（うち事前連絡なし213回）、指導検査82所）のほか、新たに施設長や保育士等からの保育に関す

施策の総合評価 る相談に応じる「すぎなみ保育サポートライン」を実施するなどの取組を行い、各保育施設における
（計画事業の取組実績と 保育の実践を支援しました。

　このような取組の結果、「保育利用者の満足度」は、昨年度に続き、93.1％という高い評価を得て　評価結果）
います。
　一方で、平成31年4月の認可保育所等入所決定率は85.1%であり、希望する全ての子どもが認可保育
所に入所できるよう、平成30年度に改定した実行計画に基づく認可保育所の整備とともに、保育の質
の確保に向けた取組を車の両輪として進めていきます。

今後の施策の方向性 サービス増
改

　今後も「待機児童ゼロ」の継続はもちろんのこと、希望する全ての子どもが認可保育所に入所でき善
る環境を整備するため、認可外保育施設の認可化移行を含め、引き続き認可保育所の計画的な施設整・
備を進めていきます。併せて、老朽化した区立保育園等の改築・改修を計画的に行います。見
　また、区内保育施設に対する巡回相談・指導等については、区立保育園園長経験者等による人員体直
制を充実・強化して取り組むとともに、令和2年4月には区立保育園7園を「中核園」に指定し、地域し
の保育施設間の連携・情報共有の促進等、保育の質の向上を図ります。の 　さらに、子どもや保護者のニーズに対応するため、病児保育室を計画的に増設するほか、令和2年今後の進め方方 度に新たに6園を障害児指定園に指定するなど、保護者の多様なニーズに対応した保育サービスの提向 供に努めていきます。

中
長
期

IP27PA21



令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00023

施策 23 障害児支援の充実

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 障害者施策課 関係課 保健予防課

施策目標 ○障害の種別や程度にかかわらず、乳幼児期から学校を卒業（18歳まで）するまで、切れ目のない支援（療育等
）を身近な地域で受けられ、安心して生活をしています。

活動指標 成果指標

相談・検査実施延べ件数 療育が必要な未就学児の事業所通所率指標名（１） 指標名（１）

専門職が行った相談、検査の延べ件数 通所者÷希望者（療育必要者）算式・指標説明算式・指標説明

児童発達支援支給決定者数 保育所等訪問支援を行った区内施設の割合指標名（２）指標名（２）

保育所等訪問支援を行った施設数÷児童通所給付決定者算式・指標説明算式・指標説明 が所属する施設数
放課後等デイサービス支給決定者数 放課後等デイサービスに通所している重症心指標名（３）指標名（３） 身障害児の率

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（４）指標名（４）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

件活動指標（１） 1 1,872 1,900 2,277 2,300 2,326
活

人活動指標（２） 2 1,042 808 1,107 1,173 1,147動
指 人活動指標（３） 3 429 548 474 540 475
標

4活動指標（４）

％5成果指標（１） 100 100 100 100 100 100令和 3年度

％6成果指標（２） 10097.2 100 97.3 100 99.0 令和 3年度
成

％7 158.2 15 8.2 15 9.7成果指標（３） 令和 3年度果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 1,056,0441,332,2991,293,7921,352,3681,316,306
成果指標（１）及び（
３）の30年度実績につ千円 0 0 0 0 0（内）投資的経費等 12
いては確認中のため、
わかり次第追記します

（内）委託費 63,382 135,082 131,646 146,472 140,06413 千円 。
施 常勤職員数 14 人 10.99 41.93 45.96 43.59 45.48
職策
員 再任用職員数 15 人 1.00 2.04 2.09 4.08 4.10

コ 数
非常勤職員数 16 人 3.48 2.48 4.18 4.18 4.28ス

人件費ト 17 千円 108,825 375,328 416,405 404,855 414,614(14+15+16)

総事業費 18 千円 1,164,8691,707,6271,710,1971,757,2231,730,920(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 712,262 925,714 913,436 193,934 187,200

総事業費伸び率 20 ％ 46.8 2.9 1.2
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 9.3 22.0 24.3 23.0 24.0（17÷18）

IP27PA20



　平成24年4月の児童福祉法の改正により、児童通所支援の実施主体が都から区に移管されました。
これに伴い国は、平成27年4月に放課後等デイサービスガイドラインを、また平成29年7月に児童発達
支援ガイドラインを策定し、急増する事業所のサービスの質の向上を目指しています。
　平成27年12月に社会保障審議会障害者部会から、障害者総合支援法施行3年後の見直しについて報施策を取り巻く環境 告書が出され、平成30年4月に通所が困難な重症心身障害児を対象に、自宅へ訪問し療育を行う訪問

（社会情勢、国・都の動き、 型児童発達支援が障害児通所支援事業に位置付けられました。また、国は平成32年度末までに医療的
　区民意見等） ニーズの高い重症心身障害児が身近な地域で支援が受けられる体制づくりを自治体に求めています。

　平成30年4月の児童福祉法改正により、通所が困難な障害児の居宅を訪問し療育を行う居宅訪問型
児童発達支援が創設されました。令和元年10月からの幼児教育無償化に伴い、障害児通所支援の利用
者負担の仕組みが変更になります。

　未就学から学齢期にかけて、発達障害児が切れ目のない支援を受けられるよう、平成29年度に開始
した学齢期発達支援事業について、教育部門と情報共有をしながら周知の強化に努めた結果、利用者
は平成29年度の29人から平成30年度は95人に急増しました。
　平成30年度に民間でも、医療的ケアが必要な重症心身障害児等を対象とする放課後等デイサービス
事業所が2か所開設され、区は医療的ケアに欠かせない看護師等の確保のための運営助成を行うとと

施策の総合評価 もに、区が実施する研修等へ事業者が参加することで質の高いサービスの提供につなげました。また
（計画事業の取組実績と 、平成30年4月に居宅訪問型児童発達支援事業所が開設され、自宅でも療育が受けられようになりま

した。今後も通所ができるできないに関わらず、重症心身障害児が支援を受けられる体制の構築を進　評価結果）
めます。
　また、引き続きこども発達センターの地域支援機能を強化し、区内にある障害児を支援する事業所
のサービスの質の向上を図ります。

今後の施策の方向性 拡充
改

　障害児が切れ目ない支援を受け、地域で安心して生活ができるよう、令和元年度から新たに、障害善
の状況により公共交通機関の利用が難しい障害児の通所を支援するため、障害児を対象とする循環バ・
スの運行をモデル的に開始します。また、発達障害児や発達に課題のある児童が速やかに療育先につ見
ながるよう、杉並区民の利用枠を確保する児童発達支援事業所に運営助成を行います。医療的ケアが直
必要な重症心身障害児等を対象とする放課後等デイサービス事業所に対し、区が実施する研修等へのし
参加を促すことにより事業者の質の向上を図り、重症心身障害児が安心して通所できる環境を整えるの ことにより通所者の増につなげます。医療的なケアが必要な障害児に対し、保育対応型児童発達支援今後の進め方方 事業所等から保育園に移行する際に新たに集団での生活が円滑に進むよう、これまでの事業所の職員向 が保育園を訪問し医療的ケアや園生活で必要な配慮について、丁寧に引継ぎができる仕組みを構築し
ます。また、保育を希望する医療的ケアが必要な重症心身障害児が増加していることから、通所手段中
や保育士の確保を支援し、より多くの障害児が保育対応型児童発達支援事業所に通える環境を整えて長
いきます。　今後も事業所と連携して障害児とその保護者を支援する体制の強化を図り、障害の種別期 や程度に関わらず障害児とその保護者が身近な地域で質の高い支援が受けられるよう取り組みます。
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令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00024

施策 24 子ども・青少年の育成支援の充実

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 児童青少年課 関係課

施策目標 ○子ども・青少年が、自主性・社会性などを身に付け、夢を描きながら健やかに成長するための支援の仕組みづ
くりが進んでいます。
○学童クラブや放課後等の居場所の整備が推進され、地域の人や団体の支援を受けながら児童の健全育成環境の
充実が図られ、安心して働きながら子育てができる環境が整っています。

活動指標 成果指標

児童青少年センター、児童館及び子ども・子 将来の夢・目標が定まっている子ども（高校指標名（１） 指標名（１）育てプラザ年間利用者数 生）の割合
「仕事と将来に関するアンケート」区内在学高校2年生算式・指標説明算式・指標説明 への調査

次世代育成基金活用事業参加児童・生徒数 学童クラブ待機児童数指標名（２）指標名（２）

派遣型事業は参加実人数、講座型事業は参加延べ人数 年度当初入会時の待機児童数算式・指標説明算式・指標説明

学童クラブ入会児童数 指標名（３）指標名（３）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（４）指標名（４）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

人活動指標（１） 1 1,643,0551,650,0001,643,1971,700,0001,707,302
活

人活動指標（２） 2 740 500 1,192 744 749動
指 人活動指標（３） 3 4,018 4,100 4,172 4,681 4,324
標

4活動指標（４）

％5成果指標（１） 63.8 72 60.9 72 56.0 75令和 3年度

人6成果指標（２） 0199 0 255 0 228 令和 3年度
成

7成果指標（３）果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 1,128,2561,497,7381,439,4451,617,9531,561,918

千円 69,873 273,804 257,563 557,694 538,451（内）投資的経費等 12

（内）委託費 565,375 886,757 848,2981,297,2091,257,57413 千円

施 常勤職員数 14 人 229.10 212.15 226.97 211.70 228.34
職策
員 再任用職員数 15 人 11.80 13.20 13.00 18.90 18.00

コ 数
非常勤職員数 16 人 102.50 105.50 105.35 101.10 101.83ス

人件費ト 17 千円 2,317,8822,187,8162,317,6132,200,0412,318,361(14+15+16)

総事業費 18 千円 3,446,1383,685,5543,757,0583,817,9943,880,279(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 334,302 328,450 439,961 394,296 622,135

総事業費伸び率 20 ％ 9.0 3.6 3.3
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 67.3 59.4 61.7 57.6 59.7（17÷18）
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　学童クラブについて、保育需要に引き続く就学後の学童クラブ需要は、都市部を中心に年々増加し
ています。こうした中、国においても、「放課後子ども総合プラン」等に基づく受入数の拡大等を図
ることとしており、放課後等に子どもが安心・安全に過ごせる居場所の拡充に取り組む必要がありま
す。施策を取り巻く環境 　また、平成28年に選挙権年齢が18歳に引き下げられ、令和4年には成人年齢も同じく18歳に引き下

（社会情勢、国・都の動き、 げられるなど、次代を担う若年層の社会参加を促す動きが活発化しています。
　区民意見等）

　学童クラブについて、平成30年度の整備により、合計261名の受入数の拡大を図った5所については
、平成31年4月の待機児童が解消しました。一方、全学童クラブにおける待機児童数は228名（前年度
比27名減）発生しており、引き続き、各学童クラブの状況等に応じた受入数の拡大に取り組んでいき
ます。また、平成31年4月から、全学童クラブで利用時間延長のための検討・準備等を行いました。
　小学生の放課後等居場所事業では、平成30年4月から2校目となる杉並第二小学校で本格実施するな

施策の総合評価 ど、区立施設再編整備計画に基づく取組を進めました。
（計画事業の取組実績と 　次世代育成基金について、基金活用事業は11件（前年度比1件減）でしたが、多くの児童・生徒に

普段経験できない交流・体験機会を提供しており、基金への寄附件数も増加しました。　評価結果）

今後の施策の方向性 拡充
改

　学童クラブの整備については、平成30年11月に策定した「区立施設再編整備計画（第一期）第二次善
実施プラン」等に基づく取組を進め、待機児童の解消を図っていきます。同じく、小学生の放課後等・
居場所事業の計画的な実施校拡大等により、子どもの居場所の充実に取り組みます。見
　次世代育成基金についても、民間提案事業を含め、より一層充実した交流・体験事業を実施すると直
ともに、本基金制度に対する区民等の理解と支援を一層広げていきます。し

の
今後の進め方方

向

中
長
期
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令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00025

施策 25 生涯の基盤を育む質の高い教育の推進

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 済美教育センター 関係課 庶務課　教育人事企画課　学務課　学校支援

施策目標 ○子どもたちが、自らの道を拓くために、自分の持ち味を見つけ、自ら考え、判断し、行動するための学力と、
変化の激しい時代の中でたくましく生きる心と体の力を身につけています。
○子どもたちが自我の形成とともに多様な価値観をもつ他者を認め、豊かな関係を結び、かかわりを大切にしよ
うとする態度を身につけてきています。
○成長・発達の段階の違いを十分に考慮した一貫した保育・教育計画のもと、就学前教育から小学校教育、中学
校教育を通じて、一人ひとりの学びが確実につながっています。

活動指標 成果指標

学校支援本部活動回数 杉並区立中学校3年生の学習習熟度指標名（１） 指標名（１）

区「学力調査」による算式・指標説明算式・指標説明

標準授業時数に占める外国人講師の配置時数 杉並区立中学校3年生の相互承認（自分と違指標名（２）指標名（２） の割合 う意見も大事にする態度）の割合
区「意識・実態調査」による算式・指標説明算式・指標説明

夏季パワーアップ教室の参加者数（実数） 杉並区立中学校3年生の体力度指標名（３）指標名（３）
都「体力調査」による算式・指標説明算式・指標説明

補助教員の雇用人数 指標名（４）指標名（４）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

回活動指標（１） 1 14,993 16,492 15,323 16,500 15,225
活

％活動指標（２） 2 33.7 35.0 34.1 35.0 37.4動
指 人活動指標（３） 3 6,419 9,504 6,020 9,375 6,004
標

人4活動指標（４） 17 17 18 17 18

％5成果指標（１） 55.1 70 57.0 70 61.1 80令和 3年度

％6成果指標（２） 9587.1 90 86.5 90 87.0 令和 3年度
成

％7 9083.6 85 83.7 85 83.3成果指標（３） 令和 3年度果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 5,665,8976,249,3185,939,0656,340,5296,028,496

千円 412,418 359,161 387,359 496,456 489,205（内）投資的経費等 12

（内）委託費 1,970,9362,312,7382,242,9082,456,5222,389,01013 千円

施 常勤職員数 14 人 179.50 159.13 165.56 160.67 159.76
職策
員 再任用職員数 15 人 18.39 16.80 13.88 12.00 12.00

コ 数
非常勤職員数 16 人 172.80 172.85 169.40 171.86 170.30ス

人件費ト 17 千円 2,131,0021,949,7601,982,5001,939,4061,925,403(14+15+16)

総事業費 18 千円 7,796,8998,199,0787,921,5658,279,9357,953,899(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 53,798 29,254 19,469 27,580 19,201

総事業費伸び率 20 ％ 1.6 1.0 0.4
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 27.3 23.8 25.0 23.4 24.2（17÷18）
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　新学習指導要領等は、幼稚園（子供園）が平成30年度から、小学校が令和2年度から、中学校が令
和3年度から全面実施されます。これからの時代に求められる資質・能力を育成するため、主体的・
対話的で深い学びの実現に向けた授業改善のほか、小学校における外国語教育実施学年の早期化や教
科化、プログラミング教育の実施等の課題に引き続き対応していく必要があります。施策を取り巻く環境 　また、就学前教育においては、発達障害児等への教育的支援、保育園等の保育者の育成支援など、

（社会情勢、国・都の動き、 幼児教育の喫緊の課題に対応できるよう、令和元年度に開設する就学前教育支援センターの整備とと
　区民意見等） もに、就学前教育推進体制の再構築を進めていく必要があります。

　さらに、これらの教育を実現するため、ICTを活用した教員研修や個別型・訪問型の研修を充実さ
せ、教員の資質を向上させることを通し、教育の質の向上を図る必要があります。

　就学前から義務教育9年間の一貫した理念に基づく教育を通して、全ての子どもたちの知・徳・体
の調和のとれた人間形成と豊かな人間性を育むため、就学前教育においては、幼保小連携推進校の拡
大や就学前教育施設に対する教育的支援実施の拠点となる就学前教育支援センターの開設準備を進め
ました。学校教育においては、「すぎなみ9年カリキュラム」に基づき小中一貫教育を進めるととも
に、小学校における外国語教育実施学年の早期化や教科化、プログラミング教育等が盛り込まれた新

施策の総合評価 学習指導要領に対応するため、ALT（外国人英語指導助手）やJTE（日本人英語指導助手）の拡充、プ
（計画事業の取組実績と ログラミング研修の充実を図りました。

　これらの取組により、中学校3年生の体力度及び相互承認の割合は一定の水準を維持し、学習習熟　評価結果）
度は上昇傾向となっています。しかし、依然として目標値とのかい離があることから、主体的で対話
的な深い学びを軸とする一貫した教育理念の下、就学前、義務教育段階の学習をこれまで以上に連続
性あるものとすることで、生涯の基盤を育む質の高い教育の推進を図る必要があります。

今後の施策の方向性 拡充
改

　就学前教育においては、引き続き、遊びを通じた学びを小学校の学びへ確実につなげていくととも善
に、就学前教育支援センターの整備（令和元年9月開設予定）を着実に進めます。・
　学力・体力の向上に向けては、新学習指導要領の全面実施を見据え、小学校における外国語の教科見
化に伴うALTの配置を拡大するとともに、研究校を指定してこれからの時代に求められる学びの質的直
向上を図る教育課題研究に取り組み、その成果を他校へも水平展開します。さらに、教員研修では、し
新学習指導要領等に対応した内容の充実を図ることはもとより、ICTの活用によって時間や場所を選の んで実施できる研修や個別型・訪問型の研修、さらに、教員による企画提案型の研修を充実させます今後の進め方方 。加えて、つまずきや学び残しの解消のため、引き続き夏季パワーアップ教室と休日パワーアップ教向 室を実施します。
　また、多様な価値観を認め合う態度の育成に向け、地域住民等の協力を得て実施する土曜日学校・中
放課後子ども教室などの活動が持続的に発展していくよう、各学校への支援を継続します。長
　これらの、成長・発達段階に応じた一貫性のある取組を進めることにより、生涯の基盤を育む質の期 高い教育を推進していきます。
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令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00026

施策 26 成長・発達に応じたきめ細かな教育の推進

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 特別支援教育課 関係課 学務課　済美教育センター

施策目標 ○すべての学校において、特別な支援を必要とする子どもたちにきめ細やかで適切な教育や支援が行われ、子ど
もたちが持てる能力を伸ばしながら、健やかに学校生活を送っています。
○いじめや不登校の子どもが減少し、子どもたちが明るく元気に学校に通っています。
○少人数の学級運営ときめ細かな学習支援により、子どもたちにこれからの時代を生きるための力が着実に身に
付いています。

活動指標 成果指標

学校生活支援シートの作成 情緒障害学級の入級待機児童数（小学校）指標名（１） 指標名（１）

就学前から成人まで支援情報の引き継ぎが行えるよう作 年度末時点の入級待機児童数算式・指標説明算式・指標説明 成する支援計画の数
教育支援チームの訪問回数 不登校児童・生徒の出現率（小学校）指標名（２）指標名（２）

特別支援教育推進のため、小中学校を巡回訪問した件数 児童・生徒数に占める長期欠席児童・生徒の割合（平成算式・指標説明算式・指標説明 30年度実績は速報値）
不登校児童・生徒の出現率（中学校）指標名（３）指標名（３）
児童・生徒数に占める長期欠席児童・生徒の割合（平成算式・指標説明算式・指標説明 30年度実績は速報値）

指標名（４）指標名（４）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

活動指標（１） 1 505 500 609 700 658
活
活動指標（２） 2 221 220 215 220 202動

指 活動指標（３） 3
標

4活動指標（４）

人5成果指標（１） 61 0 0 0 0 0令和 3年度

％6成果指標（２） 00.56 0.2 0.68 0.2 0.91 令和 3年度
成

％7 03.35 1.3 3.43 1.3 4.60成果指標（３） 令和 3年度果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 384,266 493,668 442,063 498,724 455,319

千円 0 0 0 0 0（内）投資的経費等 12

（内）委託費 107,137 165,042 149,359 253,259 240,49213 千円

施 常勤職員数 14 人 15.73 15.65 17.78 15.62 15.49
職策
員 再任用職員数 15 人 1.21 1.00 1.01 0.00 0.00

コ 数
非常勤職員数 16 人 63.90 67.83 67.73 67.23 70.20ス

人件費ト 17 千円 329,839 339,908 356,617 332,117 347,365(14+15+16)

総事業費 18 千円 714,105 833,576 798,680 830,841 802,684(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 21,167 33,493 24,991 43,220 34,209

総事業費伸び率 20 ％ 11.8 △0.3 0.5
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 46.2 40.8 44.7 40.0 43.3（17÷18）
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　平成23年8月の「障害者基本法」改正、その後、平成25年6月の「障害者差別解消法」制定、平成28
年5月の「発達障害者支援法」改正などの法整備が進められました。また、国は、平成24年7月に「共
生社会の形成に向けたインクルーシブ教育システム構築のための特別支援教育の推進（報告）」を示
しました。こうした動向を受け、今後とも、障害の有無にかかわらず、誰もが人格と個性を尊重し合施策を取り巻く環境 い、互いの多様性を認め合う共生社会の形成に向け、特別支援教育の推進を図ることが必要です。ま

（社会情勢、国・都の動き、 た、平成25年9月に施行された「いじめ防止対策推進法」に「学校いじめ防止基本方針」の策定が規
　区民意見等） 定されるとともに、平成29年3月に「いじめの重大事態の調査に関するガイドライン」が策定される

など、いじめの未然防止及び重大事態への対処等をさらに徹底するよう求めています。さらに、平成
28年12月に「教育機会確保法」が制定されたことに伴い、不登校児童・生徒への支援の在り方の検討
が必要です。

　特別な支援を必要とする子どもたちにきめ細やかな教育や支援を行うため、段階的に設置を進めて
きた「特別支援教室」の小学校への全校設置が完了するとともに、中学校全校への設置に向け、モデ
ル実施を1校から3校に拡大するなどの準備を進めました。
　いじめ対策においては、「杉並区いじめ防止対策推進基本方針」等に基づき、引き続きいじめ問題
の未然防止、早期発見、早期対応等、学校の組織的な対応力の強化に取り組むとともに、いじめ問題

施策の総合評価 対策委員会において個別事案を検討するなど、対策の充実を図りました。また、不登校対策では、さ
（計画事業の取組実績と ざんかステップアップ教室において平成29年度に開始した宿泊体験事業を引き続き実施するとともに

、多様な学習機会の確保に向けた支援について定めた「教育機会確保法」の趣旨を踏まえ、今後の支　評価結果）
援策の充実に向けてフリースクール等との意見交換を実施しました。さらに、いじめ・不登校に関す
る相談をより総合的かつ迅速に対応できる体制づくりに向けた検討を進めました。
　これらの取組を進めた結果、小学校においては「特別支援教室」によるきめ細やかな支援が実施さ
れているほか、全中学校への設置準備も着実に進めることができました。一方で、不登校児童・生徒
の出現率は増加傾向が続いていることから、今後も、「教育機会確保法」の趣旨も踏まえつつ、支援
の強化に取り組むなど、子どもたちへのきめ細やかな支援を充実していきます。

今後の施策の方向性 拡充
改

　今後は、平成31年4月に全小中学校設置となった「特別支援教室」について、個々の教育的ニーズ善
に基づいた指導体制や支援体制の更なる充実を図るため、新たに「特別支援教室運営マニュアル」の・
作成などに取り組みます。見
　また、いじめ・不登校相談窓口の体制等の見直しを生かし、教育SATによる学校支援と教育相談に直
よる業務を一体的に展開するとともに、スクールソーシャルワーカーによる関係機関との連携など、し
個々の状況に応じたきめ細やかで切れ目のない支援を総合的かつ迅速に行っていきます。の 　これらの取組を進めることにより、特別な支援や配慮を必要とする子どもたちそれぞれが、持てる今後の進め方方 能力を伸ばしながら成長していけるよう支援の充実を図ります。向

中
長
期
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令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00027

施策 27 学校教育環境の整備・充実

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 学校整備課 関係課 営繕課　庶務課　教育人事企画課　済美教育

施策目標 ○安全で良好な学習環境が整備された学校施設で、子どもたちが安心して楽しく学校生活を送っています。
○学校の図書環境が充実し、子どもたちが本と触れ合う機会と仕組みが整備され、子どもたちの読書活動が活発
になっています。
○電子黒板と情報端末により、動画やカラー画像など、多彩で魅力的なデジタル教材の利用ができる環境が整備
されています。

活動指標 成果指標

仮称高円寺学園の建設工事進捗率 小中学校の老朽改築校数指標名（１） 指標名（１）

杉並区立小中学校老朽改築計画により着手した校数算式・指標説明算式・指標説明

桃井第二小学校の建設工事進捗率 児童・生徒用端末1台当たりの児童・生徒数指標名（２）指標名（２）

算式・指標説明算式・指標説明

学校司書配置校数 学校図書館の年間平均貸出冊数（児童・生徒指標名（３）指標名（３） 一人当たり）（小学校）
学校司書が配置されている小中学校数 学校図書館の年間貸出冊数÷児童・生徒数算式・指標説明算式・指標説明

教職員用パソコンの配備台数 学校図書館の年間平均貸出冊数（児童・生徒指標名（４）指標名（４） 一人当たり）（中学校）
学校図書館の年間貸出冊数÷児童・生徒数算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

％活動指標（１） 1 0 30 29 90 87
活

％活動指標（２） 2 0 20 21 100 100動
指 校活動指標（３） 3 64 64 64 64 64
標

台4活動指標（４） 2,146 2,146 2,146 2,146 2,146

校5成果指標（１） 5 6 5 6 6 13令和 3年度

人6成果指標（２） 1.35.9 4.6 4.4 4.4 4.0 令和 3年度
成

冊7 4042.7 40.5 45.7 44.0 46.8成果指標（３） 令和 3年度果
指 冊8 9.8 14.0 10.7 14.0 12.2 15成果指標（４） 令和 3年度
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 3,379,5604,486,0874,398,8237,673,0297,611,835

千円 1,983,5313,034,0992,972,528792,400 779,344（内）投資的経費等 12

（内）委託費 2,276,9263,341,7773,275,9666,248,1506,204,47613 千円

施 常勤職員数 14 人 90.26 87.35 90.20 84.30 86.33
職策
員 再任用職員数 15 人 24.86 19.80 19.82 26.00 26.00

コ 数
非常勤職員数 16 人 15.02 10.68 10.40 9.32 9.70ス

人件費ト 17 千円 926,568 866,543 893,291 866,786 872,664(14+15+16)

総事業費 18 千円 4,306,1285,352,6305,292,1148,539,8158,484,499(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 66,121 72,268 332,506 48,000 847,523

総事業費伸び率 20 ％ 22.9 59.5 60.3
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 21.5 16.2 16.9 10.1 10.3（17÷18）
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　平成25年11月に策定された国の「インフラ長寿命化基本計画」（インフラ老朽化対策の推進に関す
る関係省庁連絡会議決定）では、令和2年度までに個別施設毎の長寿命化計画（個別施設計画）を策
定することとなっており、地方公共団体に対し校舎等の改築から長寿命化改修への転換が求められて
います。これを受けて、平成26年5月に策定した「杉並区立小中学校老朽改築計画」の改定が急務と施策を取り巻く環境 なっています。学校図書館の更なる整備・充実のための参考となるよう平成28年に国が策定した「学

（社会情勢、国・都の動き、 校図書館ガイドライン」において、学校図書館の運営・利活用や携わる教職員等、教育活動に資する
　区民意見等） 十分な資料構成・規模が求められています。学校ICTに関しては、文部科学省の「学校におけるICT環

境整備について」(H30.4)において、タブレットPCを3クラスに1クラス分程度の配備を目標としてい
ます。一方、区においてはICTフォーラム・公開授業を通しての保護者からの要望等を踏まえ、将来
的には、児童・生徒が1人1台専用で活用できる環境を目指します。

　安全で良好な学習環境を整備していくため、高円寺学園(高円寺地域の施設一体型小中一貫教育校)
の建設工事を進めました。また、桃井第二小学校は建設工事が竣工しました。なお、今後の小中学校
の老朽改築については、国の長寿命化基本計画を踏まえ、平成29年度に「杉並区施設白書2018」で示
した長寿命化の視点を加えて再構築を図ることとしており、平成30年度には、老朽改築計画改定のた
めに長寿命化判定に係る学校施設の現状把握を行いました。

施策の総合評価 　学校図書環境の充実に向けては、学校図書館活用実践校を7校指定し、図書の充実及び教員と学校
（計画事業の取組実績と 司書の連携による活発な読書活動や授業実践を行い、その取組を全校で共有しました。

　学校ICTについては、小学校2校、中学校1校に児童・生徒用タブレットPCを新たに配備しました。　評価結果）
今後は、実行計画改定（平成30年度）に伴う令和3年度の新たな目標値として設定した「3人に1台」
の達成に向けて引き続き配備を進めていきます。また、学校図書館の年間平均貸出冊数については、
小中学校ともに昨年度よりも伸ばすことができましたが、中学校では目標達成に向けて、さらに工夫
が必要です。以上のことから、今後、目標値の修正を含めた必要な見直しを図りつつ、取組を加速化
させることにより学校教育環境の整備・充実を着実に進めていく必要があります。

今後の施策の方向性 サービス増
改

　安全で良好な学校施設の整備に向け、引き続き高円寺学園の建設工事、桃井第二小学校の外構工事善
を着実に進めます。令和元年度は、富士見丘小学校・中学校、杉並第二小学校の基本設計を進め、中・
瀬中学校については、改築検討を行い、改築懇談会の設置準備を進めます。なお、今後の小中学校の見
老朽改築については、平成26年度に策定した「杉並区立小中学校老朽改築計画」を、令和2年度まで直
に施設の長寿命化を含めた老朽改築計画への改定に向けて取り組んでいきます。し
　学校図書館においては、学校図書館活用に積極的に取り組む学校図書館活用実践校を新たに6校指の 定するとともに研修等を通じ、これらの学校の取組を全校へとつなげていきます。今後の進め方方 　学校ICTについては、令和元年度は児童・生徒用タブレットPCを高円寺学園、杉並第十小学校に配向 備します。また、新学習指導要領の全面実施にあわせて、令和2年度に小学校へ、令和3年度に中学校
へタブレットPCを配備し、授業展開に応じて、必要なときに児童・生徒が１人１台利用ができるよう中
環境を整備します。長
　これらの取組により、学校教育環境の整備・充実を更に推進していきます。期
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令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00028

施策 28 地域と共にある学校づくり

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 学校支援課 関係課

施策目標 ○地域の中にある学校に、更に多くの区民が関心を持ち、様々な社会経験を積んだ区民が学校経営に参画してい
ます。
○地域が主体となって、子どもたちの望ましい学習環境を備えた新しい学校づくりが進んでいます。
○学校が学校だけの課題だけでなく、まちづくりや防災など地域の課題を解決するための「協働の場」・「地域
づくりの核」となっています。

活動指標 成果指標

新しい学校づくりに関する懇談会の開催回数 地域運営学校の指定校数指標名（１） 指標名（１）

算式・指標説明算式・指標説明

杉並区学校運営協議会の会議開催回数 地域教育推進協議会設置数指標名（２）指標名（２）

算式・指標説明算式・指標説明

地域教育連絡協議会及び地域教育推進協議会 指標名（３）指標名（３） 開催事業回数
算式・指標説明算式・指標説明

指標名（４）指標名（４）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

回活動指標（１） 1 9 13 11 10 12
活

回活動指標（２） 2 349 473 427 520 521動
指 回活動指標（３） 3 81 83 79 83 83
標

4活動指標（４）

校5成果指標（１） 38 44 47 53 53小中学校全校 令和 3年度

地区6成果指標（２） 42 2 2 3 3 令和 3年度
成

7成果指標（３）果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 33,253 50,553 36,669 58,971 43,803

千円 0 0 0 0 0（内）投資的経費等 12

（内）委託費 1,767 2,007 1,402 2,132 1,40013 千円

施 常勤職員数 14 人 4.18 4.00 4.49 3.76 3.94
職策
員 再任用職員数 15 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

コ 数
非常勤職員数 16 人 1.00 1.00 1.40 1.60 1.60ス

人件費ト 17 千円 38,761 37,219 42,695 37,013 38,140(14+15+16)

総事業費 18 千円 72,014 87,772 79,364 95,984 81,943(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 1,405 1,405 1,495 0 0

総事業費伸び率 20 ％ 10.2 9.4 3.2
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 53.8 42.4 53.8 38.6 46.5（17÷18）
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　東京都生涯学習審議会が平成31年2月に取りまとめた「『地域と学校の協働』を推進する方策につ
いて」では、「平成29年3月に社会教育法が改正され『地域学校協働の推進』が教育委員会の事務と
して位置付けられ、地域と学校の関係は、『連携』から『協働』に発展させていくことが求められて
います。」としています。具体的には、当区で既に実施している「学校・地域コーディネーター」を施策を取り巻く環境 核とした取組をバックアップする「統括コーディネーター」の配置が提案されています。

（社会情勢、国・都の動き、
　区民意見等）

　地域運営学校は、計画どおり6校を指定（累計53校）することができ、計画最終年度である令和3年
度までの計画校数が残り10校となりました。学校支援本部活動では、新たに学校・地域コーディネー
ター17名が加わり、累計228名のコーディネーターが小中学校にて活動することで、学校支援事業の
充実が図られています。
　新しい学校づくりの推進は、「高円寺地域における新しい学校づくり計画」に基づく、保護者や学

施策の総合評価 校関係者、地域住民等による懇談会を、昨年を上回る12回開催し、新校の教育方針等の議論を深める
（計画事業の取組実績と ことができました。

　また、地域の課題を解決するための「協働の場」・「地域づくりの核」となっている地域教育推進　評価結果）
協議会は、1地区が新設され、計3地区での取組となったことで、多様な人材・団体の連携・協力によ
る地域の教育力向上を進めました。
　地域運営学校の指定及び地域教育推進協議会の設置は令和3年度の目標達成に向けて順調に進んで
おり、地域と共にある学校づくりは着実に進んでいると評価できます。

今後の施策の方向性 拡充
改

　地域運営学校の指定については、未指定校の実情に応じ、校長ヒアリングや学校評議員会への情報善
提供を通じた支援・調整を図り、令和3年度の小中学校全校指定に向けて計画的に推進します。・
　学校支援本部については、引き続き本部活動の連絡・調整を担う学校・地域コーディネーターの安見
定的な人数の確保とレベルアップを図るため、新人・中堅のコーディネーター向けの研修の充実を図直
り、本部全体の質の向上、更に、持続可能な支援事業となるよう取り組んでいきます。し
　高円寺学園については、「高円寺地域における新しい学校づくり計画」に基づく懇談会での議論がの 、令和2年4月の開校に反映されるよう最終の確認を行います。今後の進め方方 　地域教育推進協議会については、関係者の意向を尊重した支援・調整を進めながら、令和3年度ま向 でに新たな1地区（累計4地区）を設置します。
　これらの取組により、今後とも、地域と共にある学校づくりを推進していきます。中

長
期
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令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00029

施策 29 学びとスポーツで世代をつなぐ豊かな地域づくり

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 生涯学習推進課 関係課 スポ振興　文化・交流　学校支援　中央図書

施策目標 ○すべての区民にとってスポーツ・運動がより身近になり、健康な生活を営んでいます。そして、スポーツ・運
動を通して人と人とがつながり、地域社会における信頼関係が育まれています。
○区民一人ひとりが身近な地域の課題に関心を持ち、世代や価値観の違う他者を認め、学び合い・交流しながら
課題解決に取り組む区民の主体的な地域活動が活発に行われています。
○社会の中で培ってきた区民の様々な経験や知識が発揮され、地域の子どもから高齢者まで、区民同士の学び合
いと交流が盛んな地域社会となっています。

活動指標 成果指標

体育施設利用者数 成人の週1回以上のスポーツ実施率指標名（１） 指標名（１）

区民意向調査による算式・指標説明算式・指標説明

図書館蔵書数 社会参加活動者の割合指標名（２）指標名（２）

区民意向調査による算式・指標説明算式・指標説明

すぎなみ大人塾延べ参加者数 図書館利用者数指標名（３）指標名（３）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（４）指標名（４）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

万人活動指標（１） 1 157 157 154 157 147
活

万冊活動指標（２） 2 234 218 224 212 217動
指 人活動指標（３） 3 1,226 1,200 1,688 1,200 1,241
標

4活動指標（４）

％5成果指標（１） 41.9 45.0 44.4 46.3 42.9 50令和 3年度

％6成果指標（２） 7058.1 65.0 61.7 66.5 59.2 令和 3年度
成

万人7 330276 313 278 316 284成果指標（３） 令和 3年度果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 2,709,1022,976,7532,821,1553,835,7853,692,468
永福体育館の移転改修
、上井草スポーツセン千円 301,758 410,278 407,2411,166,2051,157,969（内）投資的経費等 12
ターの大規模改修によ
り、平成30年度の事業

（内）委託費 2,050,9452,257,1302,199,1223,071,0043,000,71513 千円 費は29年度より大きく
増えました。施 常勤職員数 14 人 103.65 98.60 107.99 102.44 112.40

職策
員 再任用職員数 15 人 19.20 20.00 20.02 22.00 22.04

コ 数
非常勤職員数 16 人 54.24 54.80 53.26 49.80 51.35ス

人件費ト 17 千円 1,132,8871,094,8271,173,1861,124,0881,203,431(14+15+16)

総事業費 18 千円 3,841,9894,071,5803,994,3414,959,8734,895,899(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 25,682 155,815 156,606 72,350 100,959

総事業費伸び率 20 ％ 4.0 21.8 22.6
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 29.5 26.9 29.4 22.7 24.6（17÷18）
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　平成27年にスポーツ庁が創設されて以降、スポーツ振興に加え、スポーツを通じた健康増進の取組
やスポーツを通じた地域・経済活性化に向けた取組が加速化しています。特に、東京2020オリンピッ
ク・パラリンピック競技大会開催を控え、スポーツ・運動への区民の関心が一層高まっており、その
中で、障害者スポーツにも大きな注目が集まるようになっています。施策を取り巻く環境 　中央図書館を含む老朽化した図書館の改築・改修や、中高生の専用スペースに対する要望、電子情

（社会情勢、国・都の動き、 報サービスの充実を望む声など、区民等から図書館のハード、ソフト両面に関する多様な意見・要望
　区民意見等） などが寄せられています。

　近年のＡＩやIoＴなど第４次産業革命の急速な進展は、人々のライフスタイルに様々な影響を与え
、若い世代に新たな働き方のスタイルが増加する可能性や、高齢者の生活サポートサービスが向上す
るなど、幅広い年代の人々の生活環境が改善され、地域での活動に変化が現れると考えられます。

　スポーツ分野では、永福体育館を移転改修し、ビーチコート等の新たな機能を備えたほか、上井草
スポーツセンターにおいて、人工芝張替等の改修工事や、障害当事者・支援者の意見をもとに、施設
の誘導や案内表示を見直すなど、障害があってもなくても安心してスポーツに親しむことができる環
境づくりを進めました。また、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会における大会遺産(
レガシー）の創出を目指してイベントの開催や文化プログラムへの支援等を行いました。

施策の総合評価 　社会教育分野の図書館では、「中央図書館改修基本計画」に基づき、大規模改修の設計に係るプロ
（計画事業の取組実績と ポーザルの実施や永福図書館の移転・改築に向けた基本及び実施設計を行ったほか、DAISY資料や有

料データベース所蔵数の増加など、魅力ある図書館サービスの充実に取り組みました。また、引き続　評価結果）
き身近な地域施設で科学に触れる「出前型・ネットワーク型」の科学教育事業を展開し、科学教育関
係団体等と連携して事業を実施しました。さらに、次世代型科学教育の新たな拠点についての検討を
進め、統合後の杉並第四小学校跡地を活用し、民間活力の導入を視野に整備することとしました。
　これらの取組を実施した結果、図書館利用者数に増加が見られましたが、いずれの成果指標もまだ
目標値には届いていないことから、今後、より区民ニーズに合った取組を進めていきます。

今後の施策の方向性 サービス増
改

　スポーツ分野では、永福体育館の移転改修が完了し、今後は計画的に、付帯設備の老朽化への対応善
に取り組みます。また、各体育館においてハード・ソフト両面から障害者スポーツの拠点づくりを進・
め、障害の有無に関わらずスポーツに親しむことができる環境を整備していきます。さらに、東京20見
20オリンピック・パラリンピック競技大会において、イタリアオリンピック委員会から、永福体育館直
で事前キャンプを行いたい旨、正式に要請がありましたので、その受け入れ態勢を整えるほか、ボラし
ンティア活動への参加促進を図り、大会の気運醸成を高めるとともに、大会遺産(レガシー）の創出の に向けて取り組みます。社会教育分野では、図書館の機能・サービス充実のため、「区立施設再編整今後の進め方方 備計画」等に基づき中央図書館の大規模改修や永福図書館の移転・改築を着実に進め、区民の学びや向 交流の空間の整備を行い、読書環境の充実を図ります。また、世代を超えて多くの区民が身近な地域
で科学に親しみ、学ぶことができる環境を整備するため、「出前型・ネットワーク型」の科学教育事中
業を引き続き科学教育関係団体等と連携・協働して行うとともに、次世代型科学教育の新たな拠点に長
ついては、民間活力の導入に向け、その実現可能性等について調査を実施するなど、整備に向けた準期 備を着実に進めます。今後とも、施設整備を着実に進め、各事業の充実を図ることにより、学びとス
ポーツで世代をつなぐ豊かな地域づくりを推進していきます。

IP27PA21



令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00030

施策 30 文化・芸術の振興

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 文化・交流課 関係課

施策目標 ○文化・芸術がまちづくりの一翼として機能し、地域のにぎわいを醸成しています。また、区と文化・芸術関係
団体の協働により、地域の多様な文化・芸術活動が、盛んに行われています。
○区民の誰もが優れた文化・芸術に親しめる環境が整備され、区民が質の高い文化・芸術に触れるとともに、意
欲的に文化・芸術活動を行っています。さらに、他の地域からも多くの人々が訪れる文化の香り高いまちとなっ
ています。
○各地域の公共施設等と地域の連携・協働の取組が進み、地域のにぎわいや経済活性化などの波及効果をもたら
しています。

活動指標 成果指標

日本フィルとの友好提携事業の実施回数 区民一人当たりの文化・芸術に親しむ機会の指標名（１） 指標名（１） 回数（月平均）
区民意向調査による算式・指標説明算式・指標説明

後援・共催名義使用承認事業実施件数 区民一人当たりの文化・芸術に親しむ機会の指標名（２）指標名（２） 回数【区内】（月平均）
区民意向調査による算式・指標説明算式・指標説明

杉並芸術会館（座・高円寺）芸術文化普及振 指標名（３）指標名（３） 興事業実施延回数
算式・指標説明算式・指標説明

杉並公会堂ホール・スタジオ等の利用件数 指標名（４）指標名（４）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

活動指標（１） 1 38 38 38 38 38
活
活動指標（２） 2 59 60 74 70 78動

指 活動指標（３） 3 478 550 486 550 434
標

4活動指標（４） 24,223 25,000 23,992 25,000 23,761

回5成果指標（１） 3.3 4.0 3.1 4.3 3.0 5令和 3年度

回6成果指標（２） 31.8 2.0 1.5 2.3 1.5 令和 3年度
成

7成果指標（３）果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 1,259,5761,160,8361,151,4771,222,5381,191,079

千円 0 0 0 0 0（内）投資的経費等 12

（内）委託費 1,193,1611,091,7681,090,4731,153,0501,132,30813 千円

施 常勤職員数 14 人 5.30 5.00 5.21 5.00 4.71
職策
員 再任用職員数 15 人 0.00 0.00 0.00 0.00 0.00

コ 数
非常勤職員数 16 人 3.00 3.00 3.00 4.00 4.00ス

人件費ト 17 千円 54,292 51,723 53,591 54,732 52,043(14+15+16)

総事業費 18 千円 1,313,8681,212,5591,205,0681,277,2701,243,122(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 9,667 0 0 0 0

総事業費伸び率 20 ％ △8.3 5.3 3.2
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 4.1 4.3 4.4 4.3 4.2（17÷18）
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　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会委員会は、大会のロードマップである「アクショ
ン＆レガシープラン2017」を策定し、一人でも多くの方が参画し、未来につながるレガシーの創出へ
の取組を示しました。
　文化の祭典でもある東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向けては、杉並が持つ文化施策を取り巻く環境 ・芸術・人材等の既存資源を活用し、新しい価値観・感動を生み出し、「SUGINAMI」を国内外へ発信

（社会情勢、国・都の動き、 していく必要があります。
　区民意見等） 　また、次世代を担う子どもたちに感動と体験の場を提供していくことや、より多くの区民がオリン

ピック・パラリンピックに参加する機会を創出することが求められています。

　文化・芸術振興審議会において、文化芸術活動助成金事業として、区民や区内に拠点を持つ団体が
行う多様な文化活動や創造的な芸術活動21件を支援しました。また、文化芸術活動助成金事業の一部
を見直し、助成対象者への支援強化等を行いました。
　杉並公会堂では、区及び日本フィルハーモニー交響楽団との実行委員会形式での日本フィル杉並公
会堂シリーズなど、自主事業を積極的に展開し、区民が気軽に質の高い芸術に触れる機会を創出しま

施策の総合評価 した。また、日本フィルハーモニー交響楽団との友好提携により、区民が身近な地域の中で優れた音
（計画事業の取組実績と 楽に親しむことで、暮らしの豊かさの実現に寄与しました。

　杉並芸術会館では、現代劇のほか海外の幼児向け作品や朗読劇、ダンス等の主催事業を行い、来場　評価結果）
者の裾野を広げることで、優れた舞台芸術を多くの区民が楽しみました。また、高円寺4大祭りへの
運営協力や地元商店街との協力関係の下「座の市」の開催、フリーマガジンの配布などにより、高円
寺のまちの賑わいの創出に貢献しました。
　様々な取組を通じ、区民が文化・芸術に親しむ機会の充実に努めていますが、各成果指標は前年度
と比べて横ばいです。一人でも多くの区民に文化・芸術に触れる機会を提供していくため、取組の内
容・周知をより充実する必要があります。

今後の施策の方向性 現状維持
改

　東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に向けて区が定めた文化的レガシー（未来へ繋が善
る感動や体験）を創出するため、創造性・先進性に富み、国内外へ発信力が高い文化プログラムを支・
援するとともに、世代や国籍・障害の有無に関わらず、多くの区民がが参加できる文化事業を実施し見
ていきます。直
　日本フィルハーモニー交響楽団との友好提携は、25周年を記念した式典やロビーコンサートの開催し
により、音楽を通した区民の豊かな交流と地域文化の振興に向けて取組を進めます。また、日本フィの ルハーモニー交響楽団の被災地支援活動をふるさと納税制度を通じて、引き続き応援していきます。今後の進め方方 　杉並公会堂や開館10年を迎える杉並芸術会館は、年齢・属性を問わず幅広い区民が優れた芸術に触向 れる機会を提供し、区民が文化・芸術に親しむ機会を促進します。また、地域の文化・芸術活動の拠
点としてまちの賑わいの創出の核となるよう、より一層地域に親しまれる文化・芸術施設として、運中
営を進めていきます。長

期
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令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00031

施策 31 交流と平和、男女共同参画の推進

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 区民生活部管理課 関係課 区民課　文化・交流課

施策目標 ○区と交流自治体との間でより多くの文化的・経済的交流が図られ、交流関係が広く民間レベルまで浸透し、相
互理解のもと、有益な価値を生み出す活発な国内交流が行われています。
○地域で暮らす外国人が安心して生活でき、また、地域の一員として区民とともに活動できる多文化共生社会が
実現するとともに、国際友好都市等との交流を通じて国際理解と友好の輪が拡がっています。
○平和を希求する区民の意識が高まり、平和を愛する豊かな心が育まれてきています。
○男女が対等な立場で互いに認め助け合い、それぞれの能力を発揮できる活力ある社会の実現に向けた環境が整
ってきています。

活動指標 成果指標

国際交流事業参加者数 国内交流事業参加者数指標名（１） 指標名（１）

算式・指標説明算式・指標説明

平和のつどい開催日数 平和のつどいへの参加者数指標名（２）指標名（２）

算式・指標説明算式・指標説明

男女共同参画推進区民懇談会の開催数 審議会における女性委員の登用割合指標名（３）指標名（３）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（４）指標名（４）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

人活動指標（１） 1 1,090 1,500 1,075 1,500 1,182
活

日活動指標（２） 2 15 15 15 15 13動
指 回活動指標（３） 3 3 3 3 3 3
標

4活動指標（４）

人5成果指標（１） 3,447 4,500 3,776 4,650 3,525 5,000令和 3年度

人6成果指標（２） 750990 730 900 1,000 1,480 令和 3年度
成

％7 4033.8 39.0 34.4 39.3 35.8成果指標（３） 令和 3年度果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 109,957 122,099 104,628 109,083 98,409
　成果指標（２）平和
のつどいへの参加者数千円 0 0 0 0 0（内）投資的経費等 12
の増は、平和都市宣言
30周年記念事業の植樹

（内）委託費 49,698 40,556 38,982 39,801 36,41013 千円 式及び展示の参加者数
を含むことによる。施 常勤職員数 14 人 14.15 13.53 12.22 14.00 13.89

職策
員 再任用職員数 15 人 2.03 2.00 2.02 2.00 2.04

コ 数
非常勤職員数 16 人 3.30 5.00 5.00 2.00 1.00ス

人件費ト 17 千円 139,868 139,479 128,648 135,020 129,172(14+15+16)

総事業費 18 千円 249,825 261,578 233,276 244,103 227,581(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 9,346 0 4,338 0 2,636

総事業費伸び率 20 ％ △6.6 △6.7 △2.4
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 56.0 53.3 55.1 55.3 56.8（17÷18）
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　平和事業の推進では、平成29年7月に国連において「核兵器禁止条約」が採択されるなど、核兵器
廃絶への取組が一歩一歩進む一方で、北朝鮮・イラン情勢など予測がつかない状況が続いています。
男女共同参画の推進では、平成28年4月に「女性の職業生活における活躍の推進に関する法律」が施
行、平成31年4月から「働き方改革関連法」が順次施行されるなど、女性の社会進出や働きやすい職施策を取り巻く環境 場環境の整備などが進められています。地方創生の推進では、依然として、日本全体の人口減少や東

（社会情勢、国・都の動き、 京一極集中に歯止めがかかっていない状況にあります。国際・国内交流の推進では、東京2020オリン
　区民意見等） ピック・パラリンピック競技大会を来年に控え、外国からの観光客や在住外国人の増加、また、国内

外の交流自治体からの来訪者の増加が予想されます。

　すぎなみフェスタ2018は、過去最大となった平成29年度と同規模の10万6千人の来場者があり、区
内屈指の催しに育っています。男女共同参画の推進では、平成29年度に改定した「杉並区男女共同参
画行動計画」に基づき、区職員向けに「男女共同参画の視点で伝える表現ガイド」を作成・配布する
とともに、研修を実施し固定的役割分担意識の解消に努めました。平和事業の推進では、平和都市宣
言30周年記念事業として被爆樹木二世の植樹式や平和の展示を行うとともに、「戦争体験者・被爆体

施策の総合評価 験者の証言記録映像」を制作し、区民向けに周知しました。地方創生の推進では、「杉並区まち・ひ
（計画事業の取組実績と と・しごと創生総合戦略」を平成30年11月に改定し、取組の充実・加速化を図るとともに、地方創生

・交流自治体連携フォーラムを南伊豆町で開催し、地方創生に向けた討議を通じて、自治体間連携の　評価結果）
深化を図りました。国際・国内交流の推進では、平成31年4月開催の東京高円寺阿波おどり台湾公演
に向けた調整を着実に行い、また、杉並区交流協会とともに、日本を訪れた中学生台湾野球の選手を
対象にホームビジット事業を実施したほか、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会を控え
、外国人との多文化共生に対応していける事業展開を進めました。

今後の施策の方向性 現状維持
改

　すぎなみフェスタについては、区民ボランティアの参加促進、実行委員会の活性化を図り、受益者善
負担の観点からテント料をはじめとした経費の見直しに取り組みます。平和事業の推進では、平成30・
年度に制作した「戦争体験者・被爆体験者の証言記録映像」を活用するなど、引き続き各平和事業の見
手段・方法を逐次改善し、戦争の惨禍・平和の尊さを次世代に語り継いでいきます。男女共同参画の直
推進では、次の「杉並区男女共同参画行動計画」改定に向けて、これまでの成果等を評価・検証するし
ために実態調査を実施し課題を洗い出しながら、「男女共同参画推進会議」「男女共同参画推進区民の 懇談会」で調整を図り、今後の具体的な施策の検討を進めます。地方創生の推進では、地方創生・交今後の進め方方 流自治体連携フォーラムを継続して開催し、交流自治体と連携しながら地方創生の課題解決に向けた向 取組について討議していきます。国際・国内交流の推進では、国内外の交流自治体と教育・文化・ス
ポーツなどの多様な分野を通じて交流の輪を拡げていく事業を続けていくことで、交流事業参加者数中
の増加につなげていきます。また、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催を来年に長
控え、国内外の交流自治体からの市民等をお迎えするホームステイ・ホームビジット事業を杉並区交期 流協会と協力してボランティアや民間活力を生かしながら実施していきます。

IP27PA21



令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00032

施策 32 地域住民活動の支援と地域人材の育成

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 地域課 関係課 区民生活部管理課

施策目標 ○地域住民や町会・自治会をはじめとする地域活動団体間の協働により、地域の課題は区民が自ら考え解決して
いく「自治型コミュニティ」の形成が進んでいます。
○協働提案制度による地域課題、地域人材の掘り起こしや地域活動団体からの斬新なアイデアの提供など、区と
地域活動団体間、地域活動団体相互間のネットワークが形成され、地域課題を解決するための「協働の輪」が拡
がっています。また、ＮＰＯの活動に対する区民の理解も深まり、ＮＰＯ支援基金への寄附が増加するなど、活
動しやすい環境が整ってきています。
○地域社会に貢献する人材や、協働の担い手となる人材が育ってきています。

活動指標 成果指標

区政協力委託を締結した町会・自治会の割合 町会・自治会加入率指標名（１） 指標名（１）

区の設置した掲示板にポスター・チラシの掲示等を委託 加入世帯数÷住民登録世帯数算式・指標説明算式・指標説明 　した町会・自治会の割合
地域集会施設有料利用者数 ＮＰＯ支援基金への寄附件数指標名（２）指標名（２）

区民センターなどの地域集会施設を有料で利用した数 算式・指標説明算式・指標説明

すぎなみ地域大学講座受講者数 すぎなみ地域大学講座修了者の地域活動参加指標名（３）指標名（３） 率
すぎなみ地域大学開催の講座に参加した数 講座修了者のうち地域活動参加者÷講座修了者算式・指標説明算式・指標説明

指標名（４）指標名（４）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

団体活動指標（１） 1 99.4 100.0 98.8 100.0 98.1
活

人活動指標（２） 2 1,340,7041,300,0001,246,3631,300,0001,250,278動
指 人活動指標（３） 3 1,074 1,200 1,115 1,200 1,323
標

4活動指標（４）

％5成果指標（１） 47.4 55.0 46.6 55.5 45.9 60令和 3年度

件6成果指標（２） 8046 70 70 73 53 令和 3年度
成

％7 8886.3 86.0 90.0 86.5 76.2成果指標（３） 令和 3年度果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 1,172,1601,304,7151,206,4101,413,6921,339,241

千円 0 0 0 0 0（内）投資的経費等 12

（内）委託費 848,343 909,116 876,1981,053,4141,014,86513 千円

施 常勤職員数 14 人 37.25 34.85 37.00 38.52 40.24
職策
員 再任用職員数 15 人 0.00 1.00 1.06 0.00 0.00

コ 数
非常勤職員数 16 人 19.06 18.00 18.00 17.00 18.04ス

人件費ト 17 千円 375,562 356,255 375,550 380,973 394,789(14+15+16)

総事業費 18 千円 1,547,7221,660,9701,581,9601,794,6651,734,030(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 4,466 4,744 4,418 4,844 4,402

総事業費伸び率 20 ％ 2.2 8.0 9.6
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 24.3 21.4 23.7 21.2 22.8（17÷18）
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　転入者の増に伴い杉並区の人口は増加していますが、町会・自治会への加入につながっておらず、
加えて、後継者不足に伴う役員の高齢化等の課題があります。一方、町会・自治会の活動内容が分か
らず、参加しにくいという区民の声もあります。
　区内ＮＰＯ法人数は、これまで340団体前後で推移していましたが、団体の高齢化等により、今後施策を取り巻く環境 は減少に転じることが予想されます。一方、協働の担い手は、ＮＰＯ法人以外にもボランティア団体

（社会情勢、国・都の動き、 や法人格を持たない任意団体など、多様な広がりをみせています。ＮＰＯ支援基金は、平成19年度か
　区民意見等） ら寄附額よりも助成額が上回っている状態です。

　地域大学では、これまで多くの修了生が地域活動に取り組んでおり、受講生からは講座の充実を望
む声が寄せられていますが、アンケートでは約5割の区民が地域大学の存在を知らないと回答してい
ます。

　地域住民活動の支援として、町会・自治会が主体的に行う加入率の向上やコミュニティ活動の活性
化を目的とした事業への助成等を実施していますが、加入率の低下や役員の高齢化と後継者不足等に
より依然厳しい状況になっています。地域住民活動の活性化を図るためには、若い世代を含めた多様
な世代の参加が不可欠であり、町会・自治会の主体的な取組を積極的に支援する必要があります。
　協働提案制度については、平成28年度以降事業化に至っていないことから、団体がより提案しやす

施策の総合評価 い募集方法等にすることや事業化に向けてサポート体制を強化するなど、協働提案が事業化に結びつ
（計画事業の取組実績と くように制度の見直しを行います。ＮＰＯ支援基金については、助成事業を継続するため、寄附金の

確保が課題であり、今後はこれまで以上に普及啓発に取り組む必要があります。　評価結果）
　すぎなみ地域大学修了者の地域活動の参加率は約8割と高く、地域大学の取組は大きな成果を上げ
ていますが、地域大学の存在があまり知られていない実態や講座の中には内容を見直すべき講座もあ
るため、現状に満足することなく、更なる地域大学の周知や講座の改善を図っていくことが求められ
ています。

今後の施策の方向性 現状維持
改

　町会・自治会活動に対する支援については、助成事業の対象を拡充することに加え、町会・自治会善
が主体的に取り組む事業として、これまで実施してきた加入促進・活性化講座や実務研修の成果を活・
用して作成する「町会・自治会活動ハンドブック」等を活用し、転入者を含め多くの区民の方により見
広く町会・自治会活動を周知できるよう取り組みます。直
　協働提案制度については、募集時期の見直しや事業年度・予算等を明確にして、提案しやすい制度し
にするとともに、提案団体に対するすぎなみ協働プラザのサポート体制を強化するなど、協働提案のの 事業化に向けて取り組みます。ＮＰＯ支援基金については、これまで以上に寄附金を獲得するために今後の進め方方 、基金の普及啓発に当たっては、その活用方法や使途が寄附者に分かりやすく伝わる方法を検討しま向 す。
　すぎなみ地域大学の運営に当たっては、地域活動への参加をより積極的に進めるため、より実践的中
な地域活動ができるよう、講座内容を精査していくとともに、地域大学の周知方法や運営方法につい長
ても検討します。期 　こうした個々の事業を総合的に連携させ、横断的な人材活用を図り、地域の活性化に向けた取り組
みを充実します。

IP27PA21



令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00034

施策 19 地域における子育て支援の推進

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 子育て支援課 関係課 児童青少年課

施策目標 ○身近な地域において、子育て支援サービスの利用相談や情報提供、乳幼児親子の集いの場が整備され、必要な
サービスが利用しやすくなっています。
○子育て支援団体や地域人材など多様な支援の担い手により、子育てを地域で支えあう仕組みが整備されていま
す。

活動指標 成果指標

子育て応援券提供サービス数 子育てが地域の人に支えられていると感じる指標名（１） 指標名（１） 割合
区民意向調査による算式・指標説明算式・指標説明

子ども・子育てメッセ参加団体数 地域の子育て支援サービス等が利用しやすい指標名（２）指標名（２） と感じる割合
区民意向調査による算式・指標説明算式・指標説明

ゆうキッズ事業実施回数 指標名（３）指標名（３）

算式・指標説明算式・指標説明

子どもセンター相談件数 指標名（４）指標名（４）

来所者数及び電話対応数 算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

件活動指標（１） 1 1,477 1,500 1,401 1,500 1,287
活

団体活動指標（２） 2 60 60 59 60 61動
指 回活動指標（３） 3 10,791 11,500 10,387 11,000 10,079
標

件4活動指標（４） 19,909 25,000 19,382 21,000 20,575

％5成果指標（１） 75.8 85 77.0 88 77.5 95令和 3年度

％6成果指標（２） 8065.5 70 65.7 73 60.2 令和 3年度
成

7成果指標（３）果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 8,904,6309,147,7349,015,3379,327,9889,198,692
より適切な指標となる
よう、活動指標（１）千円 0 68,300 63,914 141,850 136,078（内）投資的経費等 12
子育て応援券交付者数
（有償交付者数）から

（内）委託費 194,855 281,285 257,169 359,772 339,50113 千円 変更しました。
施 常勤職員数 14 人 53.53 49.48 51.61 49.75 54.99
職策
員 再任用職員数 15 人 9.39 10.91 10.28 14.10 15.00

コ 数
非常勤職員数 16 人 20.37 23.07 24.04 21.48 20.48ス

人件費ト 17 千円 560,066 540,085 559,674 553,074 593,121(14+15+16)

総事業費 18 千円 9,464,6969,687,8199,575,0119,881,0629,791,813(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 5,545,4585,400,9885,641,3945,540,7305,687,586

総事業費伸び率 20 ％ 1.2 2.0 2.3
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 5.9 5.6 5.8 5.6 6.1（17÷18）
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　国は、平成27年度に本格実施した「子ども・子育て支援新制度」において、全ての子育て家庭を対
象に、子育て支援サービス全般の利用相談や情報提供を行う利用者支援事業や地域子育て支援拠点事
業等を通して、地域のニーズに応じた多様な子育て支援を充実するとしています。
　区では、５か所の保健センター内で運営を開始した子どもセンターと、地域における子育て支援を施策を取り巻く環境 総合的・一体的に行う子ども・子育てプラザにおいて利用者支援事業を実施しており、子どもセンタ

（社会情勢、国・都の動き、 ーの相談件数は、前年度と比べ約1.06倍に増加しています。
　区民意見等）

　子どもセンターでは、母子保健や保育部門と連携を図りながら、子育て支援サービスの利用相談・
情報提供を行いました。相談件数及び保育施設の利用申請等受付件数は、前年度と比べ共に増加して
おり、身近な地域での相談窓口として利用されています。
　乳幼児親子の交流と集いの場については、児童館のゆうキッズ事業、民間事業者が運営するつどい
の広場、平成30年度に３所での運営となった子ども・子育てプラザで実施しており、利用者数はいず

施策の総合評価 れも前年度を上回っています。
（計画事業の取組実績と 　子育て応援券については、提供サービス数、当該年度利用率が前年度を下回っており、令和２年度

からの見直しにより事業の充実を図っていきます。　評価結果）
　また、子ども・子育てメッセの開催による交流のきっかけづくりや、子育てサイト（「すぎラボ」
を含む）による情報発信を行うことなどにより、地域における子育て力の向上を図っています。
　これらの取組を推進したことにより、成果指標としている「子育てが地域の人に支えられていると
感じる割合」は0.5ポイント増加しました。一方、利用者支援事業の相談件数は増加傾向にあるもの
の、「地域の子育て支援サービス等が利用しやすいと感じる割合」は5.4ポイント減少となっており
、令和３年度の目標達成に向け、引き続きサービスの充実等に努めていきます。

今後の施策の方向性 現状維持
改

　子どもセンターについては、保育需要が増加傾向にある中で、引き続き保育相談や保育園の入園申善
込みに対応するとともに、一人ひとりに合った相談・情報提供を行うことにより、利用者支援事業の・
充実を図っていきます。見
　子ども・子育てプラザは、令和元年９月に下井草に、令和２年９月には高円寺に開設する計画であ直
り、当面は、区内７地域に１所の整備を計画的に進め、乳幼児親子等の居場所の充実を図っていきまし
す。の 　子育て応援券事業では、令和２年４月から、より使いやすい事業にすることに加え、受益と負担の今後の進め方方 公平性等を考慮した見直しをすることとしており、引き続き、見直し内容の区民等の周知に努めると向 ともに、提供サービスの充実や応援券ガイドブック及び区ホームページの改善等に取り組んでいきま
す。中

長
期
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令和元年度杉並区施策評価表Ⅰ
（　　　）00035

施策 20 妊娠・出産期の支援の充実

目標 05 人を育み共につながる心豊かなまち

施策担当課 子育て支援課 関係課 健康推進課　保健予防課

施策目標 ○妊娠・出産を希望する家庭への相談や支援の実施などにより、安心して妊娠・出産できる環境が整ってい
ます。
○妊娠期から出産後までつながりのある支援が実施され、出産後の保護者が安心して子育てしています。

活動指標 成果指標

パパママ学級受講者数 パパママ学級受講率指標名（１） 指標名（１）

第一子の出生数に対する受講者数（対象は初産婦）算式・指標説明算式・指標説明

４か月までの乳児の訪問数 すこやか赤ちゃん訪問率指標名（２）指標名（２）

すこやか赤ちゃん訪問件数 生後４か月までの乳児のいる家庭に訪問した率算式・指標説明算式・指標説明

ゆりかご面接を受けた妊婦の数 指標名（３）指標名（３）
妊娠の届出をした妊婦のうち、妊娠中にゆりかご面接を 算式・指標説明算式・指標説明 受けた人数

指標名（４）指標名（４）

算式・指標説明算式・指標説明

指標名（５）

算式・指標説明

指標名（６）

算式・指標説明

平成29年度 平成30年度平成28年度
区分 単位 目標年度目標値計画実績 実績計画 実績（目標値）

人活動指標（１） 1 2,835 2,900 2,915 3,000 2,798
活

人活動指標（２） 2 4,563 4,600 4,475 4,600 4,534動
指 人活動指標（３） 3 4,964 5,350 5,044 5,150 4,860
標

4活動指標（４）

％5成果指標（１） 50.2 52 56.1 53 52.3 55令和 3年度

％6成果指標（２） 9997.7 99 99.0 99 98.6 令和 3年度
以上 以上以上成

7成果指標（３） 令和 3年度果
指 8成果指標（４）
標
成果指標（５） 9

10成果指標（６）

特記事項事業費 11 千円 724,917 759,399 687,528 722,771 653,652

千円 0 0 0 0 0（内）投資的経費等 12

（内）委託費 510,339 524,102 481,849 514,434 473,26913 千円

施 常勤職員数 14 人 37.50 35.35 39.70 40.45 43.54
職策
員 再任用職員数 15 人 2.43 3.40 3.34 1.60 0.12

コ 数
非常勤職員数 16 人 14.30 12.15 12.18 10.95 12.25ス

人件費ト 17 千円 374,228 353,689 391,710 386,827 405,240(14+15+16)

総事業費 18 千円 1,099,1451,113,0881,079,2381,109,5981,058,892(11+17)

国・都からの補助金等 19 千円 7,889 6,702 103,021 6,277 87,246

総事業費伸び率 20 ％ △1.8 △0.3 △1.9
（計画、実績の対前年度比）

人件費比率 21 ％ 34.0 31.8 36.3 34.9 38.3（17÷18）
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　子育て環境については、核家族化の進行や地域のつながりの希薄化等により、妊娠・出産・子育て
に関し不安を抱える妊婦や保護者の増加が指摘されています。このような状況を踏まえ、女性が安心
して子どもを産み育てられる環境整備と、一人ひとりのニーズに合ったきめ細かな切れ目のない支援
の充実を図っていくことが重要です。施策を取り巻く環境 　国は母子保健情報の利活用を推進するため、令和元年5月「情報通信技術の活用による行政手続き

（社会情勢、国・都の動き、 等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための行政手続き等におけ
　区民意見等） る情報通信技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律」を公布し、同法により、母子保健法の

一部を改正しました。令和元年7月には、利便性向上のため、マイナポータルを通じた健診情報の提
供等の実施に必要なデータ標準レイアウトの策定をするなど、令和2年6月の運用開始に向けた整備が
進んでいます。

　妊娠届出時に全妊婦に行う「ゆりかご面接」と、4か月までの乳児に行う「すこやか赤ちゃん訪問
」は、100％に近い実施率を維持しており、育児不安の解消や軽減等に寄与しています。ゆりかご面
接や子どもセンターでの周知等により、産前・産後支援ヘルパー利用世帯数も平成29年度比で8％増
加するなど、安心して出産・子育てができる環境づくりと一人ひとりのニーズに応じたきめ細かな支
援の充実が図られました。また、すこやか赤ちゃん訪問時に実施するアンケート（産後うつスケール

施策の総合評価 ）は、支援が必要な産婦や産後うつの早期発見や児童虐待の未然防止につながっています。
（計画事業の取組実績と 　パパママ学級では、妊娠届出数の減少や体調不良等による欠席者の増加などから、受講率が平成29

年度比で3.8％減少しました。　評価結果）
　産後ケア事業では、実施施設を4か所から5か所に増やすとともに、利用可能日の拡充や申請書の簡
略化など支援が必要な妊産婦の負担軽減に向けた見直しを実施し、利便性向上を図りました。
　3歳児健康診査では、視能訓練士による視力検査を導入したことにより精度が向上し、弱視等の早
期発見率が平成29年度の0.6％から1.3％に増加しました。

今後の施策の方向性 現状維持
改

　引き続き、妊娠届出のあった全妊婦とゆりかご面接を行い、体調や相談の内容に応じた育児プラン善
を作成するとともに、パパママ学級の応募やキャンセル状況に合わせて実施回数を調整していくなど・
運用を工夫し、子育て支援サービスの利用につなげていきます。また、すこやか赤ちゃん訪問や産後見
ケア事業を通じて、産後うつの早期発見や心身のケアが必要な妊産婦の負担軽減、児童虐待の未然防直
止に努めていきます。し
　乳幼児健康診査では、未受診者への受診勧奨や精密健康診査の情報を活用することで適切な支援にの つなげていきます。また、令和2年6月から、国による乳幼児健康診査等の健診データの提供が開始さ今後の進め方方 れ、転居時に市町村間で健診情報が引き継がれる仕組みが構築されることから、窓口での手続きが簡向 略化するなど利便性が向上します。区においても、提供開始に向け自治体間の情報連携と母子保健シ
ステムの改修を進めていきます。中
　不妊に悩む夫婦が安心して妊娠・出産できる環境づくりを進めるため、妻に対する特定不妊治療費長
助成に加えて、平成31年4月から夫に対する不妊治療費助成等を実施していきます。期 　今後も、妊娠・出産・子育てに不安を抱える妊産婦等が、安心して出産・子育てができる環境づく
りと一人ひとりのニーズに合う継続的な支援の充実に取り組みます。

IP27PA21


